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資料３



事業の内容 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
事業⽬的

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、環境性能に優れた
クリーンエネルギー⾃動⾞の普及が重要。⾞両の普及と表裏
⼀体にある充電・⽔素充てん設備の整備を全国各地で促進
する。さらに、電動⾞は災害時の停電等において⾮常⽤電源とし
て活⽤できるところ、電動⾞から電気を取り出すための外部給電
機能を有するV2H充放電設備や外部給電器の導⼊を促す。

成果⽬標

⾞両の普及に必要不可⽋な設備として、充電設備は2030年に
30万⼝の整備、⽔素充てん設備は2020年代後半までに事業
の⾃⽴化を⽬指す。

事業概要

（１）充電設備整備事業等
電気⾃動⾞・プラグインハイブリッド⾃動⾞の充電設備の購⼊
費及び⼯事費や、公共施設・災害拠点等におけるV2H充放電
設備の購⼊費及び⼯事費、外部給電器の購⼊費を補助する。
（２）⽔素充てん設備整備事業
燃料電池⾃動⾞等の普及に不可⽋な⽔素ステーションの整備
費及び運営費を補助する。特に商⽤⾞の導⼊促進を図る重点
地域に対して集中的に⽀援することとし、運営費については既存
燃料価格を踏まえて補助する。

補助
（定額、1/2等）

⺠間企業等 ⺠間企業等国
補助

（定額）

国

（１）充電設備整備事業等

（２）⽔素充てん設備整備事業

クリーンエネルギー⾃動⾞の普及促進に向けた充電・充てん設備等導⼊促進補助⾦
令和７年度補正予算額 500億円 （１）製造産業局⾃動⾞課

（２）資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部⽔素・アンモニア課

⺠間企業等 ⺠間企業等
補助

（定額）
補助

（2/3、1/2等）

⽔素ステーション普通充電器
（スタンド型）急速充電器 V2H充放電設備普通充電器

（コンセント型）
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⾃治体活⽤可能予算



事業の内容 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
事業⽬的

運輸部⾨は我が国のCO2排出量の約２割を占める。⾃動⾞分
野は運輸部⾨の中でも約９割を占めており、2050年カーボン
ニュートラルの実現に向けては、環境性能に優れたクリーンエネル
ギー⾃動⾞の普及が重要。また、国内市場における電動⾞の普
及をてこにしながら、⾃動⾞産業の競争⼒強化により海外市場を
獲得していくことも重要。電気⾃動⾞等の導⼊費⽤を⽀援するこ
とで、産業競争⼒強化とCO2排出削減を図る。

成果⽬標

「グリーン成⻑戦略」等における、2035年までに乗⽤⾞新⾞販売
で電動⾞100%とする⽬標の実現に向け、クリーンエネルギー⾃
動⾞の普及を促進する。

事業概要

導⼊段階にある電気⾃動⾞や燃料電池⾃動⾞等について、購
⼊費⽤の⼀部補助を通じて需要の創出や量産効果による価格
低減を促進するとともに、需要の拡⼤を⾒越した企業の⽣産設
備投資・研究開発投資を促進する。

クリーンエネルギー⾃動⾞導⼊促進補助⾦
令和７年度補正予算額 1,100億円

製造産業局⾃動⾞課

補助
（定額）

⺠間企業等 購⼊者等国
補助

（定額）

電気⾃動⾞
（ＥV）

プラグインハイブリッド⾃動⾞
（PHV）

電動⼆輪
※補助対象例

軽電気⾃動⾞
（軽ＥV）

燃料電池⾃動⾞
（FCV）

3

消費者向け予算



事業の内容 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
事業⽬的

家庭で最⼤のエネルギー消費源である給湯分野について、ヒート
ポンプ給湯機や家庭⽤燃料電池等の⾼効率給湯器の導⼊⽀
援を⾏い、その普及を拡⼤することにより、「2030年度におけるエ
ネルギー需給の⾒通し」の達成に寄与することを⽬的とする。
また、家庭部⾨への⾼効率給湯器の導⼊を加速することにより、
温室効果ガスの排出削減と我が国の産業競争⼒強化を共に実
現する。

成果⽬標

2030年度におけるエネルギー需給の⾒通しにおける家庭部⾨の
省エネ対策（1,200万kl）中、家庭部⾨への⾼効率給湯器の
導⼊を促進し、本事業による効果も含めて、省エネ量264.9万
klの達成を⽬指す。

事業概要

消費者等に対し、家庭でのエネルギー消費量を削減するために
必要な⾼効率給湯器（ヒートポンプ給湯機、ハイブリッド給湯機、
家庭⽤燃料電池）の導⼊に係る費⽤を補助する。
昼間の余剰再エネ電気を活⽤できる機種やより性能の⾼い機種
など、⼀定以上の要件を満たしたものに対して補助を⾏うこととし、
引き続き、⾼効率給湯器導⼊にあわせて寒冷地の⾼額な電気
代の要因となっている蓄熱暖房機等の設備を撤去する場合には、
加算措置を⾏う。

補助
（定額※）

⺠間企業等 消費者等国
補助

（定額）

⾼効率給湯器導⼊促進による家庭部⾨の省エネルギー推進事業費補助⾦
令和７年度補正予算額 570億円 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部

省エネルギー課、⽔素・アンモニア課

※ 機器・性能毎に⼀定額を補助。
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消費者向け予算



事業⽬的・概要 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業⽬的
グローバル企業を中⼼とした脱炭素電源の活⽤ニーズは着実に
拡⼤。また、国際情勢変化の中で、国産の脱炭素電源の供給
⼒を⾼めていくことはますます重要な課題になっている。
本事業では、電⼒需要家による脱炭素電⼒の活⽤及び脱炭素
電源⽴地⾃治体への貢献を条件に、需要家がGX関連投資を
する際のCAPEX⽀援を⾏うことにより、脱炭素電⼒の供給増と
国内GX関連投資の拡⼤を同時実現を⽬指す。

成果⽬標・事業期間

令和８年度から１２年度の事業であり、中期的には脱炭素電
源⽴地⾃治体への企業⽴地及びPPAなど脱炭素電源を需要家
が⽀える事例の創出、⻑期的には脱炭素電⼒の供給増と国内
GX関連投資の拡⼤を⽬指す。

事業概要
脱炭素電源の⽴地地域に企業⽴地し、脱炭素電⼒を活⽤した
付加価値の⾼い事業活動を⾏う場合に、当該企業⽴地に係る
設備投資に対する⽀援を実施。
また、脱炭素電源⽴地地域への企業⽴地に加え、地域共⽣基
⾦や企業版ふるさと納税等を通じて、遠隔地から脱炭素電源⽴
地地域に貢献する企業についても、⼀定程度の⽀援を実施。
なお、脱炭素電源の供給増という最終的な⽬的を踏まえ、新
設・再稼働電源等の活⽤による電⼒供給の増加⾒込みや、発
電事業者による電源投資を促進するような電⼒供給契約
（PPA）の有無も踏まえて⽀援強度を決定。

補助※

（1/2〜1/5）

⺠間企業等 ⺠間企業等国
補助

（定額）

脱炭素電源地域貢献型投資促進事業
国庫債務負担⾏為含め総額 2,100億円 令和８年度予算（案）400億円（新規）

資源エネルギー庁電⼒・ガス事業部電⼒基盤整備課
GXグループ脱炭素成⻑型経済構造移⾏投資促進課

商務情報政策局情報産業課

補助上限額※︓50〜250億円

※補助率／補助上限額は、以下（A）〜（C)の価値に応じて決定する
（Ａ）使⽤する脱炭素電源の⽴地地域への貢献度合い（企業⽴地等）
（Ｂ）使⽤する脱炭素電源との紐づき（PPA等）
（Ｃ）使⽤する脱炭素電源の種類（新設・再稼働電源等）
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